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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　検査対象に接触し超音波を送受する超音波探触子と、当該超音波探触子に超音波信号を
送信するとともに超音波探触子からの受信信号を受信する送受信部と、前記受信信号を処
理する信号処理部と、を有し、
　前記信号処理部は、複数回の送信に対応する複数の受信信号を用いて前記複数回の送信
の間の前記検査対象の内部組織の変位及び／又は歪みを算出する弾性情報演算部を有し、
　前記弾性情報演算部は、前記複数の受信信号の包絡線の相関を算出する相関演算部と、
前記複数の受信信号に対し、包絡線の強度を補正する強度補正部と、前記相関演算部の演
算結果と前記強度補正部により補正された複数の受信信号とを用いて、前記複数の受信信
号の位相差を算出する位相差算出部と、を備え、前記位相差算出部が算出した位相差を用
いて、前記変位及び／又は歪みを算出することを特徴とする超音波撮像装置。
【請求項２】
　請求項１記載の超音波撮像装置であって、
　前記強度補正部は、補正値として前記受信信号の振幅の逆数を用いることを特徴とする
超音波撮像装置。
【請求項３】
　請求項１記載の超音波撮像装置であって、
　前記強度補正部は、補正値として、前記受信信号の振幅の最大値を、前記受信信号の振
幅で除した値を用いることを特徴とする超音波撮像装置。
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【請求項４】
　請求項１記載の超音波撮像装置であって、
　前記強度補正部が用いる補正値の入力を受け付ける入力部をさらに備えることを特徴と
する超音波撮像装置。
【請求項５】
　請求項１記載の超音波撮像装置であって、
　前記弾性情報演算部は、前記受信信号を構成する複数のサンプル点のデータのうち、振
幅値が閾値を超えるサンプル点のデータを間引き処理する間引き部と、算出した前記変位
及び／又は歪みのうち値が欠落したデータを補間する補間部と、をさらに備えることを特
徴とする超音波撮像装置。
【請求項６】
　請求項５記載の超音波撮像装置であって、
　前記間引き部は、前記受信信号のサンプル点のデータを統計処理することにより求めら
れた数値が閾値を超えるか否かを判定することを特徴とする超音波撮像装置。
【請求項７】
　請求項６記載の超音波撮像装置であって、
　前記間引き部は、前記受信信号の各サンプル点の振幅値と全サンプル点の平均値との差
（絶対値）が閾値を超えるか否かを判定することを特徴とする超音波撮像装置。
【請求項８】
　請求項５記載の超音波撮像装置であって、
　前記間引き部が用いる閾値を設定する入力部をさらに備えることを特徴とする超音波撮
像装置。
【請求項９】
　請求項１又は５に記載の超音波撮像装置であって、
　前記信号処理部は、前記受信信号について、中心となる周波数以外の成分を除去又は低
減する帯域制限部をさらに備えることを特徴とする超音波撮像装置。
【請求項１０】
　検査対象から取得した時間的に連続する複数フレームの超音波受信信号を処理して、前
記検査対象の弾性情報を取得する超音波信号処理方法であって、
　前記複数フレームの超音波受信信号のそれぞれの振幅を算出するステップと、
　前記複数フレームの超音波受信信号の相関関数を求め、超音波受信信号の包絡線のピー
クのずれを算出するステップと、
　前記複数フレームの超音波受信信号を、それぞれの振幅を用いて、強度補正するステッ
プと、
　前記包絡線のピークのずれと、強度補正後の前記複数フレームの超音波受信信号とを用
いて前記複数フレームの超音波受信信号の位相差を算出するステップと、
　前記位相差を用いて、前記複数フレームの超音波受信信号取得の際の時間推移における
前記検査対象の変位を算出するステップと、
　を含む超音波信号処理方法。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の超音波信号処理方法であって、
　前記強度補正するステップは、前記複数フレームの超音波受信信号に、振幅値の逆数を
かけて強度補正することを特徴とする超音波信号処理方法。
【請求項１２】
　請求項１０に記載の超音波信号処理方法であって、
　前記強度補正するステップの前に、前記超音波受信信号から、振幅値が所定の閾値を超
えるデータ点を間引くステップを含み、
　前記変位を算出するステップの前又は後に、値が欠損するデータ点を補間するステップ
を含むことを特徴とする超音波信号処理方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波撮像装置に関し、特に超音波撮像装置のエラストグラフィ技術に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　超音波撮像装置は、超音波を生体内に送信し、反射波（エコー信号）を受信し、その強
度と時間に応じて生体内の筋肉、内臓などの形態を画像化する装置である。超音波撮像装
置では、この形態イメージングの他に、エコー信号の周波数シフトから血流イメージング
や速度推定を行うドプライメージング、反射波生体内の硬さの違いを画像化するエラスト
グラフィなどの機能イメージングが可能である。
【０００３】
　エラストグラフィの手法には、大きく分けて二つある。一つは、収束超音波などの外部
刺激によって生体内に局所変位を生成し、そこから伝搬するせん断波の伝搬速度を計測し
て、一定の仮定のもとに硬さを計算する手法である。もう一つは、対象部位に一定の応力
を加えて歪ませ、応力を加える前と後のエコー信号から歪の大きさを推定し硬さの分布を
推定する手法である。後者の手法（以下、この手法をエラストグラフィという）は、比較
的計測が容易であり臨床上広く実用化されている。
【０００４】
　エラストグラフィにおいて、変形の前後に得たエコー信号から変形量を演算する手法と
して、複合自己相関法が知られている（非特許文献１、特許文献１）。この手法は、変形
前後の連続する二つのエコー信号間で、折り返しの生じないゾーンを大まかに検出し、次
に位相差により細かく変位を求めていく手法である。複合自己相関法は、ピクセル単位の
大きな動きから、ピクセル未満の細かな動きまでを、比較的短時間の計算で求める手法で
あり、エラストグラフィに最も適した手法であるといえる。
【０００５】
　複合自己相関法の基本である自己相関法は、血流を見るためのドプラー法で用いられて
いる方法であり、振幅・周波数が一定であるという仮定がある。しかし対象物に散乱があ
ることが前提のエラストグラフィでは、必ず散乱による振幅の揺らぎと信号の広帯域化が
生じ、振幅・周波数一定の仮定は現実的ではない。従って、自己相関法を基礎とする複合
自己相関法も、細かな変位を求めるための位相差計算ステップで振幅の揺らぎの影響を受
けやすい。このため、均一な硬さを持つべき生体組織においても、エコー強度の変化に対
応するかのような模様が見えてしまう場合があるという問題がある。
【０００６】
　この問題を解決するために、特許文献２には、各相関演算が一定の窓幅を有しているこ
とに着目し、窓幅内の強度信号の情報を用いて重心位置を計算し、この重心位置を相関演
算結果によって得られた変位の位置の補正に用いることが開示されている。しかしこの手
法では、窓幅内で位相相関値を積算する際に与えられる振幅値の揺らぎのみが補正される
のであり、変位の計算そのものは補正されていない。また、補正の範囲が窓幅によって変
わるために、積算時の補正の有効性は窓幅を広くした場合などに限られる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００８－１３６８８０号公報
【特許文献２】特開２０１２―１３０５５９号公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】椎名毅他、複合自己相関法による実時間　Ｔｉｓｓｕｅ　Ｅｌａｓｔｉ
ｃｉｔｙ　Ｉｍａｇｉｎｇ，　Ｊ．Ｍｅｄ．Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃｓ　Ｖｏｌ　２６．　
Ｎｏ．２（１９９９）
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上述したように、従来技術では、エラストグラフィに用いられる複合自己相関手法にお
ける課題、すなわち組織内散乱によって生じる反射エコー強度情報が位相差計算に影響を
及ぼし、正しい演算結果が得られないという問題は解決されていない。一般的に、信号の
広帯域化の問題を解決するために、空間フィルタを用いることが考えられるが、空間フィ
ルタは、散乱体の大きさより優位に大きい構造物の硬さの違いを可視化する場合にしか有
効ではない。散乱体と同程度の大きさの構造物の硬さの違いを可視化しようとするときに
は、空間フィルタで対処することはできない。
【００１０】
　本発明は、散乱体と同程度の大きさを持つ構造物についても、組織内散乱に起因する揺
らぎが演算結果に与える影響を排除し、正しい演算結果を導出することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決する本発明の超音波撮像装置は、検査対象に接触し超音波を送受する超
音波探触子と、当該超音波探触子に超音波信号を送信するとともに超音波探触子からの受
信信号を受信する送受信部と、前記受信信号を処理する信号処理部と、を有し、前記信号
処理部は、複数回の送信に対応する複数の受信信号を用いて前記複数回の送信の間の前記
検査対象の内部組織の変位及び／又は歪みを算出する弾性情報演算部を有する。前記弾性
情報演算部は、前記複数の受信信号の包絡線の相関を算出する相関演算部と、前記複数の
受信信号に対し、包絡線の強度を補正する強度補正部と、前記相関演算部の演算結果と前
記強度補正部により補正された複数の受信信号とを用いて前記複数の受信信号の位相差を
算出する位相差算出部と、を備える。前記弾性情報演算部は、前記位相差算出部が算出し
た位相差を用いて、前記変位及び／又は歪みを算出する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、強度補正された信号から求めた位相差を加味して変位或いは歪みを算
出するので、自己相関演算における信号強度に依存する演算誤差をなくすことができ、正
確な演算結果が得られる。
【００１３】
　その結果、エコー強度の揺らぎに影響されない、すなわち構造物に依存する情報劣化を
防いだエラストグラフィを実現することができる。また強度補正は窓幅に関係なく行うこ
とができるので、補正のために窓幅を広くするなどの処理を不要とし、高空間分解能を維
持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明が適用される超音波撮像装置の全体概要を示す図。
【図２】第一実施形態の信号処理部の機能ブロック図。
【図３】第一実施形態の信号処理部の処理を示すフロー図。
【図４】相関演算部の処理を示すフロー図。
【図５】（ａ）、（ｂ）は、それぞれ、入力部の例を示す図。
【図６】第二実施形態の弾性情報演算部の機能ブロック図。
【図７】第二実施形態の弾性情報演算部の処理を示すフロー図。
【図８】実施例及び比較例の歪み計算結果を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明の超音波撮像装置の実施形態を説明する。
　本実施形態の超音波撮像装置は、エラストグラフィ機能を備えた超音波撮像装置であっ
て、検査対象に接触し超音波を送受する超音波探触子と、当該超音波探触子に超音波信号
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を送信するとともに超音波探触子からの受信信号を受信する送受信部と、前記受信信号を
処理する信号処理部と、を有し、信号処理部は、複数回の送信に対応する複数の受信信号
を用いて前記複数回の送信の間の前記検査対象の内部組織の変位及び／又は歪みを算出す
る弾性情報演算部を有する。
【００１６】
　弾性情報演算部は、前記複数の受信信号の包絡線の相関を算出する相関演算部と、前記
複数の受信信号に対し、包絡線の強度を補正する強度補正部と、前記相関演算部の演算結
果と前記強度補正部により補正された複数の受信信号とを用いて、前記複数の受信信号の
位相差を算出する位相差算出部と、を備え、前記位相差算出部が算出した位相差を用いて
、前記変位及び／又は歪みを算出する。
【００１７】
　以下、本実施形態の超音波撮像装置の構成を、図１を参照して説明する。図１に示す超
音波撮像装置は、主な要素として、検査対象（例えば人体）１００の表面に接触して超音
波を送受する超音波探触子（以下、単に探触子という）１０、探触子１０に超音波信号を
送信するとともに、検体対象からの超音波を受波した探触子１０が出力する超音波信号（
受信信号）を受信する送受信部２０、受信信号を処理し、ＢモードやＭモードなど検査対
象の画像を作成したり、検査対象の内部組織の弾性情報などを計算する信号処理部３０、
送受信部２０や信号処理部３０に処理や制御に必要な情報を操作者が入力するための入力
部４０、信号処理部３０で作成された画像その他の情報を表示する表示部５０、及び装置
全体を制御する制御部６０を備えている。
【００１８】
　探触子１０は、セラミック素子等の、電気信号と音響信号との変換を行うトランスデュ
ーサ素子を有し、検査対象内の二次元或いは三次元の領域に超音波パルスを照射するとと
もに、領域からの反射波であるエコー信号を受信する。二次元或いは三次元の領域に超音
波を照射するための走査方式としては、機械走査方式及び電子走査方式があり、そのいず
れを採用してもよいが、ここでは複数のトランスデューサ素子を二次元方向に配列した電
子走査方式の探触子１０を例に説明する。一つの超音波パルスの反射波を探触子１０の各
トランスデューサ素子が受信した信号は、一つのフレームデータとして扱われる。即ち一
つのフレームデータは、超音波の送受信方向に沿った複数ラインのＲＦ信号から構成され
る。
【００１９】
　送受信部２０は、探触子１０に対し送信パルス用電気信号を送出する送信ビームフォー
マ（ＢＦ）２１、検査対象からの反射波である超音波（音響信号）を受信した探触子１０
が送出する電気信号を受信しＲＦデータを生成する受信ビームフォーマ（ＢＦ）２３、及
び、送受信の切り替えを行う送受信制御部２５を備えている。
【００２０】
　送受信部２０の動作は通常の超音波撮像装置と同様であり、簡単に説明すると次のとお
りである。まず送信ＢＦ２１から送信パルス用電気信号が、図示を省略したデジタルアナ
ログ（Ｄ／Ａ）変換器を経て探触子１０に送られ、探触子１０から検査対象に向かって超
音波（音響信号）が発信される。検査対象の内部を伝搬する過程で反射した音響信号が、
探触子１０に受信され、電気信号に変換され、不図示のＡ／Ｄ変換器を経て、受信データ
として受信ＢＦ２３に送られる。受信ＢＦ２３は、複数の素子で受信した信号に対して、
送信ＢＦが送信時に掛けた時間遅延を考慮した加算処理を行う。加算処理後の受信信号は
、その後、不図示の補正部で減衰補正等の処理がなされた後、ＲＦデータとして信号処理
部３０に送られる。この送受信部２０の動作は送受信制御部２５が制御する。
【００２１】
　信号処理部３０は、受信ＢＦ２３が出力するＲＦデータから、複素ＲＦデータを生成す
る直交検波部３１と、バッファとしてフレームデータ（ここでは複素ＲＦデータ）を蓄積
するメモリ部３２と、ＲＦデータから振幅を算出する振幅演算部３３と、時間的に連続す
る２フレーム分の複素ＲＦデータを用いて、自己相関演算や歪み算出等を行う弾性情報演
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算部３４と、ＲＦデータを用いて超音波の照射の断層画像を生成する断層画像生成部３５
と、弾性情報演算部３４で算出した歪み等の弾性情報や断層画像生成部３５が作成した断
層画像などを用いて表示部５０に表示させる表示画像を作成する表示画像作成部３６と、
を備えている。また図１には示していないが、連続して収集したＲＦ信号の周波数シフト
からドプラー速度などを算出するドプラー演算部などを備えることもできる。
【００２２】
　直交検波部３１は、送受信制御部２５にプリセットされていた送信・受信パラメータ或
いは入力部４０を介して任意に設定された値に基づき、ＲＦデータから複素ＲＦデータを
生成する。
【００２３】
　メモリ部３２は、フレームデータを一時的に蓄積するものである。本実施形態の超音波
撮像装置によりエラストグラフィを行う場合、メモリ部３２は、時間的に連続する二つの
フレームデータを蓄積する。時間的に連続する二つのフレーム分のデータを蓄積した後、
超音波の送受信方向に沿った特定の一ラインのデータを、二つのフレーム分を一組として
後段の演算部等に渡す。
【００２４】
　振幅演算部３３は、複素ＲＦデータより信号の振幅値を計算し、弾性情報演算部３４と
断層画像生成部３５に送る。弾性情報演算部３４は、公知の複合自己相関演算を基礎とし
て、修正された手法により、検査対象内部の所望の構造の変位や歪みを算出する。弾性情
報演算部３４の詳細は後述する。
【００２５】
　断層画像生成部３５は、図示を省略するが、普及している超音波撮像装置で一般的に用
いられているゲイン制御、対数圧縮などのポストプロセス処理を行う処理部を有し、振幅
演算部３３から送られる振幅情報に対し適切な前処理を行って、検査対象内部の形態を示
す断層画像を生成する。
【００２６】
　表示画像作成部３６は、図示を省略したスキャンコンバータやシネメモリを含み、断層
画像生成部３５が作成した断層画像と弾性情報演算部３４から出力される弾性情報とをも
とに、カラースケールの調整、画像の重畳の調整などを行い、ビデオデータを作成し、表
示部５０に送り、表示部５０に表示させる。
【００２７】
　制御部６０は、装置本体内のデータフローや各要素の動作の制御を行う。送受信を制御
する送受信制御部２５が制御部を兼ねることも可能である。
【００２８】
　入力部４０は、信号処理部３０や制御部６０の処理に必要な指令やパラメータ等の数値
を操作者が入力するための装置で、キーボード、マウス、タッチパネル等の１ないし複数
の入力装置からなる。表示部５０は、超音波画像、弾性情報及びその他の付帯情報、例え
ば患者IDや撮影日時などを表示するための表示装置である。表示部５０はＧＵＩを表示さ
せて入力部４０として機能させることも可能である。
【００２９】
　上述した超音波撮像装置の構成において、一部の要素、例えば、送受信制御部２５、制
御部６０（送受信制御部２５を含む場合もある）、及び信号処理部３０（特に各種演算や
画像生成の機能）は、中央処理装置（ＣＰＵ）やＧＰＵ（Ｇｒａｐｈｉｃｓ　Ｐｒｏｃｅ
ｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）とメモリを備えるコンピュータシステムによって実現可能であり
、その機能はＣＰＵ或いはＧＰＵに組み込まれた或いはＣＰＵ或いはＧＰＵが外部から読
み込んだソフトウェアで実現できる。またこれら要素の一部の機能は、ＡＳＩＣやＦＰＧ
Ａなどのハードウェアに置き換えることも可能である。
【００３０】
　超音波撮像装置でエラストグラフィを行う場合、検査対象の表面に接触させる探触子１
０を、所定の方向、例えば超音波の照射方向と平行な方向の圧力を加える。そして圧力を
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加える前と後の二つのフレームデータを取得し、これらのデータ間の演算によって、圧力
によって生じた検査対象内部の構造体の変位を算出し、さらに変位から歪みや弾性率など
の諸量を弾性情報として算出する。本実施形態の超音波撮像装置は、変位及び歪みを算出
する手法として複合自己相関法を基本とする、新たな手法を採用する。この手法を実現す
るための、信号処理部３０の構成、特に弾性情報演算部３４の構成を以下説明する。
【００３１】
　弾性情報演算部３４は、図２の機能ブロック図に示すように、強度補正部３４１、相関
演算部３４３、歪計算部３４５、ポストプロセス部３４７を有している。歪計算部３４５
は、位相差算出部３４５ａと歪算出部３４５ｂを含む。また必須ではないが、ＲＦ信号の
帯域を中心周波数近傍に制限する帯域制限部３４９を備えることができる。
【００３２】
　強度補正部３４１は、弾性情報演算部３４に入力された二つのＲＦデータに対し、振幅
演算部３３が算出した振幅を用いた補正を行う。二つのＲＦデータは、圧力印加前後に取
得された受信データである。強度補正部３４１は、これら二つのＲＦデータを、振幅（強
度）の影響を受けない位相情報を含むＲＦデータに補正する。
【００３３】
　相関演算部３４３は、複合自己相関法の第一段階の処理、すなわち包絡線の相関を用い
て折り返し（エイリアシング）の生じない範囲を確定する処理を行う。歪計算部３４５は
、相関演算部３４３の演算結果と強度補正部３４１で補正されたＲＦデータとを用いて、
複合自己相関法の第二段階である位相差の算出を行うとともに（位相差算出部３４５ａの
機能）、位相差を用いて変位や歪等の諸量を算出する（歪算出部３４５ｂの機能）。ポス
トプロセス部３４７は、歪量の階調化やカラーマッピングなどを行う。
【００３４】
　次に図３のフローを参照して、信号処理部３０の動作の詳細を説明する。
　信号処理部３０に入力される信号、すなわち受信ＢＦ２３で整相加算されたＲＦ信号３
００は、次式（１）のように表すことができる。
【数１】

式中、Ａは振幅値、ｆ０は基本周波数、φは位相を表す。
【００３５】
　直交検波部３１は、信号処理部３０に入力されたＲＦ信号を複素ＲＦ信号に変換する（
Ｓ３０１）。変換された複素ＲＦ信号（ＱＩ信号ともいう）は、それぞれ、式（２）、（
３）で表される。
【数２】

【数３】

【００３６】
　振幅演算部３２は、これら複素ＲＦ信号Ｉ、Ｑから次式（４）により振幅値Ａを算出す
る（Ｓ３０２）。

【数４】

【００３７】
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　算出された振幅値Ａは、断層画像生成部３５において断層画像の生成に用いられるとと
もに、後述する弾性情報演算部３４の強度補正部３４１でＲＦ信号の強度補正に用いられ
る。
【００３８】
　次に弾性情報演算部３４は、一方で相関演算部３４３による演算を行って複合自己相関
法の第一段階に相当する処理を行い（Ｓ３０３）、二つのＲＦ信号の包絡線の相関からエ
イリアシングを生じない範囲、即ち大雑把な位相差の範囲を確定する。また他方で複素Ｒ
Ｆ信号に対し強度補正部３４１で強度補正を行った後、補正後複素ＲＦ信号の位相差を算
出する（Ｓ３０４～Ｓ３０６）。
【００３９】
　相関演算部３４３が行う演算（Ｓ３０３）は、詳しくは非特許文献１に記載されている
ので、ここではその概略を、図４を参照して説明する。
【００４０】
　まず二つのフレームの複素ＲＦ信号ｘ（ｔ）、ｙ（ｔ）のうち一方、例えば信号ｙ（ｔ
）について参照信号（基本周波数の信号）の周期Ｔの半整数倍（ｎ／２倍）だけシフトし
た信号ｙ（ｔ－ｎＴ／２）と、信号ｘとの相互相関関数Ｒｘｙを求める（Ｓ４０１）。こ
の相互相関関数は、包絡線（即ちＡ（ｔ））の自己相関関数と見做すことができ、その位
相（位相差）Ψは次式（５）で表される。
［数５］
Ψ（ｔ；ｎ）＝ｆ０（τ－ｎＴ／２）
　　　　　　＝Ψ（ｔ；０）－ｎπ　　　　　　　　　（５）
【００４１】
　式中、τは二つのフレーム間の圧縮による時間推移である。変位量が小さい場合には、
Ψ（ｔ；０）は、包絡線の自己相関関数の実部Ｑｘｙと虚部Ｉｘｙとから次式（６）によ
り求められる位相Φ（ｔ；０）と等しい。
［数６］
Φ（ｔ；０）＝arc（Ｉｘｙ／Ｑｘｙ）　　　　（６）
Ψ（ｔ；０）＝Φ（ｔ；０）
【００４２】
　しかし、位相差が大きい場合（｜Ψ｜≧π）には、折り返し（エイリアシング）を生じ
、ΨはＱｘｙ、Ｉｘｙから一意に求めることはできない。そこで整数ｎのうち、エイリア
シングを生じない整数ｍを求める。このため、まず式（７）によりｘ（ｔ）とｙ（ｔ－ｎ
Ｔ／２）の相関関数の絶対値Ｃ（ｔ；ｎ）を計算し（Ｓ４０２）、Ｃが最大となるｎをｍ
とする（Ｓ４０３）。
【数７】

【００４３】
　これによりｎ＝ｍの場合は、Ψ（ｔ；ｍ）＝Φ（ｔ；ｍ）が成り立ち、位相Ψ（即ち信
号ｘ、ｙの位相差）が求められることになる。
【００４４】
　他方、強度補正部３４１は、図３のステップＳ３０２で得られた振幅値Ａを補正に用い
て、直交検波前のＲＦ信号を補正する（Ｓ３０４）。具体的には振幅値Ａの逆数（１／Ａ
）を強度補正係数（補正値）とし、直交検波前のＲＦ信号にＡの逆数（１／Ａ）を掛ける
。強度補正係数として、振幅の逆数を用いる代わりに、一つの振幅の最大値Ａｍａｘを基
準点とし、基準点に対する振幅の大きさの逆数（Ａｍａｘ／Ａ）を用いてもよい。強度補
正係数は、上述した（１／Ａ）或いは（Ａｍａｘ／Ａ）を予め設定していてもよいし、操
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るいはこれらに適当な係数をかけた値を入力するようにしてもよい。図５（ａ）は強度補
正係数を入力する例、（ｂ）は規定値を選択する例を示している。
【００４５】
　なお、（１／Ａ）を用いて強度補正した場合、信号のＳ／Ｎが低い部分ではノイズの拡
大が顕著になる。これを防止するために、予め、補正前のＲＦ信号に対し狭帯域な周波数
フィルタを用いた演算処理を行い、中心となる周波数以外の成分を除く、もしくは重み付
けフィルタなどによって中心周波数以外の成分を低減する、などの処理を行うことが好ま
しい。このようなフィルタを用いた演算処理は、上述した帯域制限部３４９にて実現され
る。
【００４６】
　次いで補正後のＲＦ信号を直交検波部３１で直交検波し、補正後の複素ＲＦ信号を得る
（Ｓ３０５）。直交検波後の補正複素ＲＦ信号（ＱＩ信号）は式（８）、（９）で表され
る。

【数８】

【数９】

　式中、ＱＩ信号の下付文字ｘ、ｙは、それぞれ第一フレーム、第二フレームのデータで
あることを示す。
【００４７】
　式（８）、（９）からわかるように、補正後の複素信号は振幅値の影響を受けない。位
相差算出部３４５ａは、二つのフレームのＲＦ信号について求めた補正後複素ＲＦ信号の
複素積から、前掲の式（６）のＱｘｙ、Ｉｘｙを求め、それらの「ａｒｃｔａｎ」を用い
て位相（位相差）Φを算出する（Ｓ３０６）。
【００４８】
　次に歪計算部３４５（歪算出部３４５ｂ）は、ステップＳ３０３で相関演算部３４３が
求めた「ｍ」と、ステップＳ３０６で求めた位相差Φを用いて、二つのフレーム間で生じ
た変位を算出する（Ｓ３０７）。変位δ（ｔ）は次式（１０）により求められる。

【数１０】

　式中、λは参照信号の波長である。
【００４９】
　次いで、上述した変位δを用いて対象となる場所での局所的な組織の歪量を算出する（
Ｓ３０８）。歪みＳは変位を深さ方向（超音波の照射方向）に微分することにより求めら
れる。即ち歪みＳは次式（１１）で与えられる。
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【数１１】

【００５０】
　具体的な算出方法としては、例えば、各サンプリング点の変位の差をサンプリング点間
隔で割ることにより、深さ方向に沿った各点の歪みを計算することができる。
【００５１】
　ポストプロセス部３４７は、２つの連続するフレームから得られた歪値の代表値とばら
つきから、歪値を階調化或いはカラーマッピングする（Ｓ３０９）。階調化或いはカラー
マッピングした歪値は、例えば、断層画像生成部３５が生成した断層画像上に重畳されて
表示部５０に表示させることができる。
【００５２】
　本実施形態によれば、複合自己相関法の位相差を求める計算において、強度補正を行っ
た信号を用いることにより、散乱による振幅の揺らぎの影響をなくし、正確に位相差を算
出することができる。また本実施形態における信号の強度補正は、窓幅の影響を受けない
。従って補正のための窓幅を広くするなどの処理を不要とし、空間分解能を犠牲にするこ
となく補正を行うことができる。
【００５３】
＜第二実施形態＞
　本実施形態の超音波撮像装置は、上述した第一実施形態の超音波撮像装置の信号処理部
３０の弾性情報演算部３４に、信号の間引き処理及び補間を行う機能を追加したことが特
徴である。即ち、本実施形態の弾性情報演算部は、受信信号を構成する複数のサンプル点
のデータのうち、振幅値が閾値を超えるサンプル点のデータを間引き処理する間引き部と
、算出した前記変位及び／又は歪みのうち値が欠落したデータを補完する補間部と、をさ
らに備える。
　その他の構成及び動作は第一実施形態と同様であるので、以下、第二実施形態に特徴的
な部分を説明する。
【００５４】
　本実施形態の超音波撮像装置の弾性情報演算部３４の機能ブロック図を図６に示す。図
６において、図２と同じ要素は同じ符号で示し、重複する説明は省略する。図示するよう
に、本実施形態の弾性情報演算部３４は、間引き部３４２、強度補正部３４１、相関演算
部３４３、歪計算部３４５、補間部３４６、及び、ポストプロセス部３４７を有している
。本実施形態の弾性情報演算部３４は、第一実施形態の弾性情報演算部３４に対し、間引
き部３４２と補間部３４６が追加されている。本実施形態においても、ＲＦ信号の帯域を
中心周波数近傍に制限する帯域制限部３４９を備えていてもよい。
【００５５】
　間引き部３４２は、強度補正部３４１による補正に先立って、信号処理部３０に入力し
た受信信号（ＲＦ信号）から振幅が所定の閾値を超えるデータを間引く処理を行う。信号
処理部３０に入力される受信信号は、Ａ／Ｄ変換器により所定のサンプリング周波数でサ
ンプリングされたデジタル信号であり、デジタル信号の各サンプル点のデータはそれぞれ
が振幅値を持つ。間引き部が各サンプル点のデータの振幅値を閾値と比較し、閾値を超え
るときに、そのサンプル点の振幅値をブランク或いはゼロにする。
【００５６】
　間引き部３４２における間引き処理によって演算に用いるデータに欠損がある。これに
起因して、その後の演算結果にはデータの欠損を生じる。補間部３４６は、このような演
算結果の欠損データを補間する。例えば、歪計算部３４５が算出する変位或いは歪値には
、間引き部３４２で間引いたサンプル点に対応するデータ点の欠損がある。補間部３４６
は、これらデータ点の欠損を補間する。
【００５７】
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　以下、本実施形態における弾性情報演算部３４の処理の詳細を、図７を参照して説明す
る。図７において、図４と同じ処理は同じ符号で示し、詳しい説明は省略する。
【００５８】
　まず振幅演算部３３が、受信ＲＦ信号に直交検波して得た複素ＲＦ信号Ｑ、Ｉを用いて
振幅計算する（Ｓ３０１、Ｓ３０２）。次いで相関演算部３４３が、複合自己相関法の第
一段階の包絡線相関計算を行う（Ｓ３０３）。それと並行して、強度補正部３４１が直交
検波前のＲＦ信号を用いて強度補正を行う（Ｓ３１０）。
【００５９】
　強度補正（Ｓ３１０）では、図６に示すように、まず、ステップＳ３０２で求めた振幅
（各サンプル点の振幅）について、あらかじめ統計処理によって高周波のノイズ等を除去
する。具体的には、まず一定の範囲のサンプル点について振幅値の平均値と標準偏差を算
出する（Ｓ３１１）。次いで、各サンプル点の振幅値と平均値との差（絶対値）が一定の
閾値以内かを判断する（Ｓ３１２）。閾値としては例えば標準偏差の整数倍の値を用いる
。振幅値と平均値との差が所定の閾値を超えている場合には、間引き部３４２がそのサン
プル点を間引き、以降の補正処理から除く（Ｓ３１３）。この間引き処理を行った後、強
度補正部３４１はＲＦ信号に補正値として例えば振幅値の逆数を掛けて強度補正を行う（
Ｓ３１４）。
【００６０】
　なお間引き処理を行う際の統計処理の手法として、上記説明では振幅値の平均値と標準
偏差を用いた場合を説明したが、マハラビノス距離を用いて振幅信号の外れ値を計算する
手法などを採用してもよい。また統計処理に先立って、中心周波数の２倍以上の高周波ノ
イズを、ローパスフィルタを用いて取り除いておいてもよい。なお間引き部３４２が間引
きの判断に用いる閾値は、所定の統計処理の手法に応じて予め設定していてもよいし、操
作者が入力部４０（例えば図５に示すようなＧＵＩ）を介して、統計処理の手法を選択す
るようにしてもよい。図５（ａ）は間引き閾値を入力する例、（ｂ）は規定値に設定或い
は規定値を選択する例を示している。
【００６１】
　このように強度補正した後のＲＦ信号を直交検波して、複素ＲＦ信号を取得し（Ｓ３０
５）、位相差を算出すること（Ｓ３０６）は第一実施形態と同じである。ただしステップ
Ｓ３０６で求めた位相差は値がないデータ点を含んでいる。
【００６２】
　次いでステップＳ３０３の演算結果とステップＳ３０６で求めた位相差を用いて、前掲
の式（１０）により変位を算出し（Ｓ３０７）、さらに歪値を算出する（Ｓ３０８）。算
出された歪値は、補正処理のステップにおいて所定のデータ点の信号値を間引いたデータ
を用いているので、値がないデータ点を含んでいる。そこで補間部３４６で、この値がな
いデータ点の歪値を補間する（Ｓ３１５）。補間の方法は、線形補間、スプライン補間な
どの公知の手法を用いることができる。
【００６３】
　その後、歪値を階調化やカラーマッピングし、表示部５０に表示される画像データを得
る（Ｓ３０９）ことは第一実施形態と同様である。
　なお図７では、補間処理（Ｓ３１５）を歪値算出処理（Ｓ３０８）後に行う場合を例示
したが、原理的には補間処理を強度補正後、位相差検出前に行うことも可能である。但し
、歪値算出ステップで誤差を顕在化させないためには、その後に行うことが好ましい。
【００６４】
　第一実施形態におけるＲＦ信号の強度補正（Ｓ３０４）において、単純に信号の振幅値
の逆数を掛けた場合には、Ｓ／Ｎが低い部分ではノイズの拡大が顕著になるが、本実施形
態によれば、予めノイズが拡大するデータを間引いておき、歪値演算後に不足するデータ
を補間することにより、連続性があり且つノイズの影響を排除した弾性情報が得られる。
なお本実施形態においても、第一実施形態と同様に、強度補正に先立って、狭帯域な周波
数フィルタを用いた演算処理を行い、中心となる周波数以外の成分を除く、もしくは重み
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付けフィルタなどによって中心周波数以外の成分を低減する、などの処理（帯域制限部３
４９の機能）を行ってもよいことは言うまでもない。
【実施例】
【００６５】
　二つのフレームのＲＦ信号を用いて歪計算のシミュレーションを行った。ＲＦ信号とし
て、正弦波を用い、サンプリング周波数の１／８の周波数のキャリア波形に、１／４２の
周波数の変調をかけた波形と、その波形に１％歪を与えた波形とを作成し、これら二つの
波形を連続する二つのフレームの信号とした。歪値は、第一実施形態の手法に従い、二つ
のＲＦ信号の包絡線の相互相関を行う演算とＲＦ信号の強度補正後に位相差を算出する処
理とを行うことで算出される変位から算出した。また比較例として、ＲＦ信号の強度補正
を行うことなく、従来の複合自己相関法により歪値を算出した。
【００６６】
　結果を図８に示す。図８中、左上の波形は、作成したＲＦ信号、左下の波形は、信号強
度補正を行った後の波形である。また右側は算出した歪値（歪分布）を示す図で、上が信
号強度補正を行わない場合（比較例）、下が信号強度補正を行った場合（実施例）である
。それぞれ、正解値を二点鎖線で示している。
【００６７】
　図８の結果からわかるように、強度補正を行わないＲＦ信号から算出した歪は正解値か
らの逸脱が大きく、また変調揺らぎに対応した揺らぎが見られるのに対し、強度補正を行
ったＲＦ信号では、算出した歪の大きな逸脱が見られない。
【産業上の利用可能性】
【００６８】
　本発明によれば、精度のよい弾性情報を得ることができ、有効な診断情報を提供しうる
超音波撮像装置が提供される。具体的な効果の例として、血管内プラークの内部性状の可
視化など、１ｍｍ程度の分解能が必要とされる細かな構造物の性状診断や、初期ステージ
にある小さな腫瘍の検出が可能になる。
【符号の説明】
【００６９】
１０・・・超音波探触子、２０・・・送受信部、２１・・・送信ビームフォーマ、２３・
・・受信ビームフォーマ、２５・・・送受信制御部、３０・・・信号処理部、３１・・・
直交検波部、３２・・・メモリ部、３３・・・振幅演算部、３４・・・弾性情報演算部、
３５・・・断層画像生成部、３６・・・表示画像作成部、５０・・・表示部、４０・・・
入力部、３４１・・・強度補正部、３４２・・・間引き部、３４３・・・相関演算部、３
４５・・・歪計算部、３４５ａ・・・位相差算出部、３４５ｂ・・・歪算出部、３４６・
・・補間部、３４７・・・ポストプロセス部、３４９・・・帯域制限部。
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